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第1章 序論 

1.1背景と目的 

近年、エージェントベースモデルの都市貨物シミュレーターに関する研究が進展している。

(de Jong et al., 2021) エージェントベース貨物交通シミュレーションを用いることで、貨物関連

の活動に従事する複数のエージェントの行動や相互作用をシミュレートできるため、従来の四

段階推定法を用いたモデルよりも詳細なシミュレーションすることが出来る。これらの貨物交

通シミュレーターはゼロエミッションやロードプライシング、土地利用施策など様々な施策評

価のために活用されている。 (de Bok et al.,2022 ; Jing et al.,2024 ; Sakai et al.,2019 ) しかし、い

ままでに提案されてきた貨物交通シミュレーターでは、ロジスティクスにおけるいくつかのメ

カニズムが十分に考慮されていない。都市圏内外輸送時に利用される中継施設の考慮はその一

つである。従来の貨物モデルでは、貨物が生産場所から消費場所まで直接輸送されるという仮

定が置かれており、中継施設を経由するケースを考慮していない。この仮定により、中継施設

の利用によって発生する交通量を捉えることができないという問題がある。 

さらに、近年では物流業界における深刻な人手不足が課題となっており、これに対処するた

めの新たな施策が提案されている。例えば、自動運転車両を活用した都市間貨物輸送の実現や、

フィジカルインターネットを用いた共同配送が挙げられる（国土交通省 2024）。自動運転車両

の普及を進めるためには、自動運転と手動運転を切り替えるための拠点整備が必要である。こ

のような拠点の需要予測や評価を行うにあたり、従来の中継施設を考慮しないエージェントベ

ースモデルでは十分に対応することが難しい。 

本研究ではこのようなリサーチギャップを埋め、社会的な需要にこたえるため、エージェン

トベースモデルを用い中継施設の利用を考慮したモデルフレームワークの提案をする。 

1.2本研究の構成 

本論文の構成を以下に示す。 

第１章 序論 

本研究の背景と目的、そして論文の構成を述べる 

第２章 既往研究 

過去提案された貨物モデルにおいて中継施設の利用考慮について整理し、本研究の狙いを述べ

る 

第 3 章 研究の枠組み 

本研究で提案するモデルフレームワークについての説明と使用データ、設定について述べる。 

第４章~第 7 章 

本研究で提案するモデルフレームワークの構成要素についてそれぞれ詳細を述べる。 

第 8 章 

構築したシミュレーションモデルを実行し、シナリオ分析を行う。 

第 9 章 

本研究で得られた知見、および今後の課題等を述べる。 
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第2章 既往研究のレビュー 

本章では、現在提案されている貨物シミュレーションにおいて、都市圏内外輸送の取り扱い

について既往研究に対するレビューを通じて明らかにしていく。2.1 では現在提案されている

エージェントベースを用いた都市貨物シミュレーターにおける都市圏内外貨物輸送について

の扱いをレビューする。2.2 ではエージェントベースを用いていない貨物モデルにおいて中継

施設の利用を考慮した貨物モデルについてレビューを行う。2.3 では既往研究のレビューを踏

まえ本研究の目的を述べる 

2.1都市貨物シミュレーター 

SimMobility Freight は Sakai et al. (2020) によって提案されたエージェントベースの貨物交通

シミュレーションモデルである。この SimMobility Freight は、Long-term（LT）、Mid-term（MT）、

Short-term（ST）の 3 つの時間軸で構成されており、それぞれの時間軸でエージェントの意思

決定を行う。LT では都市内の貨物フローを決定し、MT では貨物車の運行計画を予測し、ST で

はメゾスコピックシミュレーションを用いて貨物車の詳細な動きをシミュレーションする。

SimMobility Freight は、対象都市圏内にある事業所データをインプットとして使用する。その

ため、都市圏外に所在する事業所は貨物の生産や消費が発生しない。従って都市圏内と都市圏

外を結ぶ輸送は考慮されていない。ゆえに、SimMobility Freight では中継施設への経由なども

考慮されていないと考えられる。 

TRABAM は、Mommens et al. (2017)で提案されたエージェントベースのフレームワークであ

り、オープンソースソフトウェア MATSim を用いて開発された。このフレームワークでは、運

送業者をエージェントとしてシミュレーションを行う。エージェントには輸送タスクが割り当

てられ、貨物の発着、車種、出発時間などの指定を行うが、中継施設の経由やそこでの貨物積

み替え行動はシミュレートされていない。 

CRISTAL は、Stinson et al. (2022) によって提案されたフレームワークである。CRISTAL で

は、対象とする特定の地域については高精度でモデルの適用が行われる一方で、地域外では粒

度を低く設定することで、都市圏外からの搬入や外国からの貨物輸入も捉えることができる。

したがって、このフレームワークは、都市圏内外の貨物にも適用することができ、都市圏内の

分析を行う際に内々輸送のみならず、内外輸送も考慮することができる。また、都市間輸送に

おいては、輸送機関が切り替わる乗換拠点や配送センターの利用も考慮する設定となっている。

しかし配送センターは、サプライチェーンの中で保管や出荷頻度の調整を行うため、輸送中に

使用する中継施設とは性質が異なる。そのため、CRISTAL では本研究が対象とするような中継

施設の利用は考慮されていない。 

このように世界各地で提案されているエージェントベースモデルを用いた貨物モデルにつ

いて中継施設の利用を考慮したモデルは限られている。 
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2.2中継施設利用を考慮した貨物モデル 

エージェントベースモデルを用いていない貨物モデルの中で、都市圏内外貨物輸送において

中継施設の利用を考慮した貨物モデルとその適用はいくつか研究がなされている。 

Horowitz & Melendez（2011）は、オンタリオ州が実施する都市間トラックの運送活動調査で

あるオンタリオ商業車両調査（CVS）を活用し、貨物車の中継施設経由について分析を行った。

CVS は、貨物車の発着地、積載品目、利用した中継施設およびそこで行われた作業内容を記録

した調査である。その結果、輸送において中継施設を経由する貨物の割合が多くの品目で高い

ことが明らかになり、中継施設を考慮した貨物モデルの開発が重要であることを指摘した。ま

た CVS で得られた中継施設への経由のパターンを 8 つに類型化し、中継施設の経由パターン

を選択する多項ロジットモデルを構築した。 

Davydenko& Tavasszy（2013）は、従来の四段階モデルを用いた貨物モデルでは、積み替え等

のために物流拠点を経由する貨物フローの変化を正確に捉えることが難しい点を指摘した。こ

れを踏まえ、彼らは Tavasszy (2006) で提案された物流チェーンを考慮した 5 段階物流予測モ

デルフレームワークを用いた研究を行った。このモデルでは、オランダ統計局が大型貨物車を

所有する事業者に対して実施した貨物車の運行状況を記録した輸送調査データを活用し、オラ

ンダ国内の貨物輸送において倉庫の経由を考慮した地域間流動を推定した。 

小池ら(2015)は Davydenko& Tavasszy（2013）で提案された手法を用い、日本における倉庫スル

ープットを推計するために全国貨物純流動調査と貨物地域流動調査の二つの統計調査を用い

ることで、都道府県単位の貨物スループット交通を推計し、物流拠点を経由する都市間物流モ

デルの構築を行った。 

 

2.3本研究の狙い 

現在までに提案されている中継施設の経由を考慮した貨物モデルは、Davydenko & 

Tavasszy(2013)によって提案された手法は四段階推定法を拡張したモデルで集計モデルである

ため、地域間の貨物フローを推計するにとどまる。エージェントベースモデルを用いた都市間

貨物のフレームワークに中継施設の利用を考慮したモデルを組み込むことによって従来の地

域単位で集計された貨物フローと比較して、より詳細に中継施設を利用することで生じる交通

インパクトを捉えることが出来る。 

そのため、本研究ではエージェントベースモデルを用い、中継施設の利用を考慮した都市圏

内外貨物輸送のモデルフレームワークを提案し、中継施設を利用することによって生じる交通

インパクトを明らかにする。 
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第 3章 本研究の枠組み 

3.1モデルの枠組み 

本章では、提案するエージェントベースモデルを用いた中継施設の経由を考慮した都市圏内

外モデルの枠組みについて紹介をする。 

はじめに、本研究が対象とする中継施設の定義は以下の通りである。 

 集配センター、荷捌き場、またはトラックターミナルのうち、都市圏内外輸送を行う

際に使用される施設全般。 

 機能的には、都市間輸送を担う大型貨物車から都市圏内配送を行う貨物車へ貨物の積

み替え、もしくは都市圏内から集荷された貨物を都市間輸送を行う貨物車への載せ替

えを行う施設。 

次に、提案するフレームワークのフローを図 1 に示す。本モデルは事業所データを入力とし

て、中継施設を経由する出荷データが出力される。主にエージェントとは事業所であり、事業

所が貨物の生産や消費、商品契約を締結し、事業所間で貨物のやり取りを行う。本フレームワ

ークは 3 つのモデルから構成される。 

都市間貨物発生集中モデルは都市圏内の事業所において品目ごとに、都市圏外からの貨物の集

中量、および都市圏外の事業所への貨物の発生量を決定する。加えて都市圏外の事業所につい

ても同様に、都市圏内の事業所への貨物発生量・事業所への集中量を決定する。また本研究で

用いる品目分類を表 1にまとめる。 

サプライヤー選択モデルは前段階で決定した事業所ごとの集中量を、貨物の受取需要に分割す

る。その後、各受取需要に対して、その商品を供給する事業所(以下：サプライヤー)を決定す

る。このステップで貨物の発地と着地が決定される。 

輸送形態選択モデルでは、貨物の発着地間の輸送について直接輸送と中継輸送のどちらを利

用するかの選択と、中継輸送を行う場合には利用する中継施設の選択を行う。 

これら 3 つのステップを通して、中継施設を経由する貨物の出荷データをアウトプットとし

て得られることが出来る。 
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図 1：モデルフレームワーク 

 

表 1：本研究における品目の分類表 

 品目名 

品目 1 農産品 

品目 2 食料品 

品目 3 家庭用・軽工業 

品目 4 木材・紙製品 

品目 5 鉱物・鉱石・石材・セメント・陶磁器・ガラス 

品目 6 金属・金属製品 

品目 7 機械・器具・機械部品 

品目 8 化学薬品・ゴム・プラスチック 

品目 9 混載貨物・小荷物 
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3.2 利用データと調査エリア 

3.2.1 利用データ 

本研究では第 10 回全国貨物純流動調査 (2015 年実施) (以下：物流センサス)と第５回東京都市

圏物資流動調査(2013 年実施)(以下：東京都市圏物資流動調査)の二つの調査データを用いる。

以下ではそれぞれの調査について、調査概要についてまとめる。 

 

1) 全国貨物純流動調査 

物流センサスは、貨物の出発点から到着点まで、輸送手段横断的に荷主側から貨物の純流動を

把握することを目的とした、統計調査であり、1970 年以来 5 年ごとに国土交通省が実施してい

る。物流センサスは標本調査であり、調査対象となる民間事業者が調査票の記入、提出を行う。

調査票回収後、国土交通省が母集団推計を実施し、この拡大推計値に基づき報告書・集計表を

作成する。物流センサスにおける調査対象は鉱業、製造業、卸売業、倉庫業の事業所となって

いる。調査対象の母集団事業所数と調査対象事業所数、回収数などの結果を第 10 回 2015 年調

査の結果概要から引用する。 

 

表 2：全国貨物純流動調査の調査事業所数と回収結果 

 

「第 10 回 2015 年調査 物流センサス 全国貨物純流動調査の結果概要」から抜粋 

 

物流センサスでは「年間調査」と「3 日間調査」の二種類の調査が行われており、本研究では

「3 日間調査」を用いる。「3 日間調査」は 2015 年 10 月 20 日(火)から、2015 年 10 月 22 日

(木)の 3 日間において貨物の出荷 1 件ごとの「品目」、「荷受人業種」、「届先地」、「重量」、「輸

送経路」、「出荷時刻」、「所要時間」、「輸送費用」など詳細な流動実態を調査している。物流

センサスにおける品目分類を表 3 に示す。 
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表 3：物流センサスにおける品目分類  

 

「第 10 回 2015 年調査 物流センサス 全国貨物純流動調査の結果概要」から抜粋  
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2) 東京都市圏物資流動調査  

東京都市圏物資流動調査(以下：物資流動調査)は東京都市圏交通計画協議会によって概ね 10

年おきに調査を実施されてきた、東京都市圏に発生･集中する「モノ」の動きを捉えることを目

的とした調査である。物資流動調査は事業所機能調査(本体調査)と補完調査から構成される。

事業所機能調査(本体調査)の調査項目は、施設の特性、物流発集量、搬出先・搬入元の 3 つに

区分されている。各調査項目の詳細が記された表を表 4 に示す。調査対象時期は 2015 年秋期

における平均的な搬出・搬入が行われた任意の 1 日を各事業所が選定して回答を行う。事業所

機能調査(本体調査)の調査エリアは東京都(島しょ部を除く)、神奈川県、千葉県、埼玉県の全域

と、茨城県南部・中部、栃木県南部、群馬県南部が対象となっている。調査エリアの地図を図 

2 に示す。調査対象は約 20 万事業所で、有効回答数は 4 万 4 千事業所である。回収サンプルの

分布を図 3 に示す。 

 

表 4：事業所機能調査(本体調査)の調査内容 

 

「第五回物資流動調査データ利用の手引き」より抜粋 
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「第五回物資流動調査データ利用の手引き」より抜粋 

 

図 2：事業所機能調査(本体調査)の調査対象圏域 

「第五回物資流動調査データ利用の手引き」より抜粋 

 

 

図 3：事業所機能調査(本体調査)の回収サンプルの分布 

「第五回物資流動調査データ利用の手引き」より抜粋 
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3.2.2 調査対象エリア 

調査エリアは第 5 回東京都市圏物資流動調査での調査エリアと同様とする(以下東京都市圏)。

東京都市圏の面積は約 23,000km2 であり、総人口は約 4,280 万人である。交通の面で東京都市

圏を見ると、東京湾周辺は多くの国際港が集積しており、国際貨物の輸出入が行われている。

東京都大田区には東京国際空港、千葉県成田市には成田空港が所在し旅客のみならず、航空機

を利用した貨物輸送についても行われている。 

高速道路ネットワークに着目すると、東京都市圏では 3 環状 9 放射道路が整備されている。

環状道路は内側から首都高速中央環状線、東京外かく環状道路、首都圏中央連絡自動車道がそ

れぞれ都心から半径 8km、15km、40-60km の位置に敷かれている。 

放射道路では、館山自動車道、東関東自動車道、常磐自動車道、東北自動車道、関越自動車道、

上信越自動車道、中央自動車道、東名高速道路、第三京浜道路、首都高速湾岸線の 9 つの放射

道路が存在し、そのうち常磐自動車道、東北自動車道、関越自動車道、上信越自動車道、中央

自動車道、東名高速道路の６つの高速道路が主に東京都市圏の内外を接続する高速道路になっ

ている。 

本研究では東京都市圏外を次に示す 6 地域に分割をした。6 地域は東京都市圏内外を結ぶ高

速道路を基準に市町村単位で分割を行った。地域の分割に当たってはその市町村に貨物を搬

入・搬出する際に利用すると考えられる高速道路をもとに分類を行った。また、本章以降にお

いては、各高速道路上で東京都市圏と各地域の境界に該当する地点を、「地域の結節点」として

表現することとする。市町村ごとの地域分割の結果を図 4 に示す。 

東北道・常磐道エリア/上信越・中央道エリア/中央道・東名エリアについては市域にアクセス

する際に複数の道路の利用が想定されたため、搬入・搬出の際利用する高速道路の決定には確

率を 50％ずつに設定し確率的に決定した。また本章以降のモデル構築においては各エリアを表 

5 に示す番号を用いて変数やパラメータの表記を行う。 
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図 4：市町村別のエリア分類 

 

表 5：モデル内でのエリア名称 

 エリア名 

地域 1 常磐道エリア 

地域 2 東北道エリア 

地域 3 関越道エリア 

地域 4 上信越道エリア 

地域 5 中央道エリア 

地域 6 東名エリア 

 

 

  



12 

 

第 4章 都市間貨物発生・集中モデル 

本章ではモデルフレームワークの１段階目である都市間貨物発生・集中モデルについて説明

を行う。ここでは都市圏内外貨物輸送において、事業所ごとの貨物の発生量、集中量を重量ベ

ースで決定する。都市間貨物発生・集中モデルは大きく２つのステップに分割される。 

1. 都市圏内外輸送の発生量・集中量の決定 

2. 都市圏内外貨物輸送事業所の決定と発生集中量の割り当て 

この２つのステップについて以下に説明を行う。 

4.1 貨物の発生・集中量の決定 

4.1.1 事業所における発生集中量の決定 

ここでは東京都市圏内外の貨物発生量及び集中量を決定する。 

都市圏内外の貨物発生・集中量を求めるにあたり、初めに、東京都市圏内の各事業所における

貨物の生産量及び消費量を決定する。この時点で決定される生産量・消費量は東京都市圏内々

輸送と内外輸送の双方を含む。決定の手順は SimMobility Freight で提案された Freight generation 

Module を用いる。モデル式は Sakai et al.(2019)で紹介された手法を用いる。パラメータは東京

都市圏物資流動調査を用い東京都市圏向けに調整されたものを用いる。本論文では Freight 

generation Module での貨物生産量及び消費量の決定プロセスを簡単に説明する。Freight 

generation Module は大きく 3 つのステップに分割できる。 

 

(1) Active supplier/receiver identification  

(2) Outbound/inbound commodity type 

(3) Production/consumption 

 

(1) Active supplier/receiver identification 

初めに、東京都市圏内の事業所が貨物輸送活動を行う事業所か否かを決定する。決定には二

項ロジットモデルを用いる。産業タイプ ind、施設タイプ fnc の事業所 n が貨物輸送活動を行う

効用𝑈𝑛,𝑎𝑐𝑡𝑖𝑣𝑒は確定項𝑉𝑛,𝑎𝑐𝑡𝑖𝑣𝑒とランダム項𝜀𝑛,𝑎𝑐𝑡𝑖𝑣𝑒を用いて次のように表せる。 

𝑈𝑛,𝑎𝑐𝑡𝑖𝑣𝑒 = 𝑉𝑛,𝑎𝑐𝑡𝑖𝑣𝑒 + 𝜀𝑛,𝑎𝑐𝑡𝑖𝑣𝑒 (1) 

𝑉𝑛,𝑎𝑐𝑡𝑖𝑣𝑒 =  𝛽𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡
𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐 + 𝛽𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟

𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐𝑙𝑛𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟𝑛 +  𝛽𝑒𝑚𝑝
𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐𝑙𝑛𝑒𝑛𝑝𝑛 (2) 

ここで 

𝑒𝑛𝑝𝑛：事業所 n の従業員数 

𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟𝑛:事業所 n の床面積 

𝛽𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡
𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐 , 𝛽𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟

𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐 , 𝛽𝑒𝑚𝑝
𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐：モデルパラメータ 

 

そのため、事業所 n が貨物輸送活動を行う確率は次のように表現できる。 

𝑃𝑛,𝑎𝑐𝑡𝑖𝑣𝑒 =
exp(𝑉𝑛,𝑎𝑐𝑡𝑖𝑣𝑒)

1 + exp(𝑉𝑛,𝑎𝑐𝑡𝑖𝑣𝑒)
(3) 
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(2) Outbound/inbound commodity type 

次に貨物輸送活動を行う事業所に対して、多項ロジットモデルを用いて、生産及・消費する

品目の決定を行う。 

初めに、事業所 n が生産する品目を決定する。事業所 n が生産する品目 com を選択する効用

𝑈𝑛,𝑐𝑜𝑚𝑝𝑟𝑜𝑑 は確定項𝑉𝑛,𝑐𝑜𝑚𝑝𝑟𝑜𝑑  と独立同一なガンベル分布に従うランダム項𝜀𝑛,𝑐𝑜𝑚𝑝𝑟𝑜𝑑 を用いて次

のように表現できる。 

𝑈𝑛,𝑐𝑜𝑚𝑝𝑟𝑜𝑑 =  𝑉𝑛,𝑐𝑜𝑚𝑝𝑟𝑜𝑑 + 𝜀𝑛,𝑐𝑜𝑚𝑝𝑟𝑜𝑑 (4) 

𝑉𝑛,𝑐𝑜𝑚𝑝𝑟𝑜𝑑  =  𝛽𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡

𝑐𝑜𝑚𝑝𝑟𝑜𝑑 ,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐
+  𝛽𝑒𝑚𝑝

𝑐𝑜𝑚𝑝𝑟𝑜𝑑,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐
𝑙𝑛𝑒𝑚𝑝𝑛 (5) 

ここで 

𝛽𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡

𝑐𝑜𝑚𝑝𝑟𝑜𝑑,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐
, 𝛽𝑒𝑚𝑝

𝑐𝑜𝑚𝑝𝑟𝑜𝑑,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐
：推定されるモデルパラメータ 

 

また、事業所 n が各品目を選択する確率𝑃𝑛,𝑐𝑜𝑚𝑝𝑟𝑜𝑑′  は次のように表現できる。 

𝑃𝑛,𝑐𝑜𝑚𝑝𝑟𝑜𝑑′  =  
𝑉𝑛,𝑐𝑜𝑚𝑝𝑟𝑜𝑑′  

∑ exp (𝑉𝑛,𝑐𝑜𝑚𝑝𝑟𝑜𝑑 )𝑐𝑜𝑚𝑝𝑟𝑜𝑑

(6) 

 

続いて、消費品目を決定する。消費品目の決定には前ステップで決定した生産品目を考慮し

た多項ロジットモデルを用いる。事業所 n が消費する品目 com を選択する効用𝑈𝑛,𝑐𝑜𝑚𝑐𝑜𝑛𝑠 は確

定項 𝑉𝑛,𝑐𝑜𝑚𝑐𝑜𝑛𝑠
と独立同一なガンベル分布に従うランダム項𝜀𝑛,𝑐𝑜𝑚𝑐𝑜𝑛𝑠 を用いて次のように表現

できる。 

𝑈𝑛,𝑐𝑜𝑚𝑐𝑜𝑛𝑠 =  𝑉𝑛,𝑐𝑜𝑚𝑐𝑜𝑛𝑠 + 𝜀𝑛,𝑐𝑜𝑚𝑐𝑜𝑛𝑠 (7) 

𝑉𝑛,𝑐𝑜𝑚𝑐𝑜𝑛𝑠 =  𝛽𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡
𝑐𝑜𝑚𝑐𝑜𝑛𝑠,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐

+  𝛽𝑒𝑚𝑝
𝑐𝑜𝑚𝑐𝑜𝑛𝑠,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐

𝑙𝑛𝑒𝑚𝑝𝑛 + 𝛽𝑐𝑜𝑚𝑝𝑟𝑜𝑑

𝑐𝑜𝑚𝑐𝑜𝑛𝑠 𝑑𝑢𝑚𝑛

𝑐𝑜𝑚𝑝𝑟𝑜𝑑=𝑐𝑜𝑚𝑐𝑜𝑛𝑠 (8) 

ここで 

𝑑𝑢𝑚𝑛

𝑐𝑜𝑚𝑝𝑟𝑜𝑑=𝑐𝑜𝑚𝑐𝑜𝑛𝑠：生産の品目と消費の品目が同一の場合 1 をとり、それ以外は 0 をとるダ

ミー変数 

𝛽𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡
𝑐𝑜𝑚𝑐𝑜𝑛𝑠,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐

, 𝛽𝑒𝑚𝑝
𝑐𝑜𝑚𝑐𝑜𝑛𝑠,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐

, 𝛽𝑐𝑜𝑚𝑝𝑟𝑜𝑑

𝑐𝑜𝑚𝑐𝑜𝑛𝑠：モデルパラメータ 

𝑃𝑛,𝑐𝑜𝑚𝑐𝑜𝑛𝑠′  =  
𝑉𝑛,𝑐𝑜𝑚

𝑐𝑜𝑛𝑠′  

∑ exp(𝑉𝑛,𝑐𝑜𝑚𝑐𝑜𝑛𝑠 )𝑐𝑜𝑚𝑐𝑜𝑛𝑠

(9) 

 

 

(3) Production/consumption 

最後に事業所 n が生産・消費する年間の重量を決定する。決定には一般化線形モデルを用いて

決定される。それぞれの生産量𝑝𝑟𝑜𝑑𝑛、消費量𝑐𝑜𝑛𝑠𝑛は次の式 10 と式 11 で決定される。 

𝑝𝑟𝑜𝑑𝑛 =  𝛽𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡
𝑝𝑟𝑜𝑑,𝑐𝑜𝑚,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐 +  𝛽𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟

𝑝𝑟𝑜𝑑,𝑐𝑜𝑚,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟𝑛 + 𝛽𝑒𝑚𝑝
𝑝𝑟𝑜𝑑,𝑐𝑜𝑚,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐𝑒𝑚𝑝𝑛

+𝛽𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟∙𝑒𝑚𝑝
𝑝𝑟𝑜𝑑,𝑐𝑜𝑚,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟𝑛 ∙ 𝑒𝑚𝑝𝑛 (10)
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𝑐𝑜𝑛𝑠𝑛 =  𝛽𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡
𝑐𝑜𝑛𝑠,𝑐𝑜𝑚,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐 +  𝛽𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟

𝑐𝑜𝑛𝑠,𝑐𝑜𝑚,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟𝑛 + 𝛽𝑒𝑚𝑝
𝑐𝑜𝑛𝑠,𝑐𝑜𝑚,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐𝑒𝑚𝑝𝑛

+𝛽𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟∙𝑒𝑚𝑝
𝑐𝑜𝑛𝑠,𝑐𝑜𝑚,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐

𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟𝑛 ∙ 𝑒𝑚𝑝𝑛 (11)
 

 

ここで 

𝛽𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡
𝑝𝑟𝑜𝑑,𝑐𝑜𝑚,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐 , 𝛽𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟

𝑝𝑟𝑜𝑑,𝑐𝑜𝑚,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐 , 𝛽𝑒𝑚𝑝
𝑝𝑟𝑜𝑑,𝑐𝑜𝑚,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐 , 𝛽𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟∙𝑒𝑚𝑝

𝑝𝑟𝑜𝑑,𝑐𝑜𝑚,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐 , 𝛽𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡
𝑐𝑜𝑛𝑠,𝑐𝑜𝑚,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐 , 𝛽𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟

𝑐𝑜𝑛𝑠,𝑐𝑜𝑚,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐 , 

 𝛽𝑒𝑚𝑝
𝑐𝑜𝑛𝑠,𝑐𝑜𝑚,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐𝑒𝑚𝑝𝑛𝛽𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟∙𝑒𝑚𝑝

𝑐𝑜𝑛𝑠,𝑐𝑜𝑚,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟𝑛𝛽𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟∙𝑒𝑚𝑝
𝑐𝑜𝑛𝑠,𝑐𝑜𝑚,𝑖𝑛𝑑,𝑓𝑛𝑐：モデルパラメータ 

 

 

4.1.2 都市圏内外輸送重量の決定 

前節では、東京都市圏における内々および内外を含む事業所の貨物生産量と消費量を推計し

た。本段階では、都市圏内外間輸送における貨物の発生量および集中量を決定する。 

まず、東京都市圏物資流動調査のデータを用いて、東京都市圏内で消費される貨物重量のうち

都市圏外から搬入される割合、および東京都市圏内で生産される貨物のうち都市圏外へ搬出さ

れる割合を算出した。この結果を基に、東京都市圏内で生産される貨物量に対する品目・地域

別の搬出割合を 表 6 に示すとともに、東京都市圏内で消費される貨物量に対する品目・地域

別の搬入割合を表 7 に示す。 

次に表 6 の搬出割合に東京都市圏内の貨物発生量を品目別に乗じることで、東京都市圏内

から都市圏外へ搬出される貨物発生量と、都市圏外での集中量を算出する。同様に、表 7 の搬

入割合に東京都市圏内の貨物消費量を乗じることで、都市圏外での貨物発生量および都市圏内

での消費量を算出する。 

 品目・地域別の東京都市圏への貨物の発生量を表 8 に示す。また品目・別地域別の東京都市

圏から集中量を表 9 に示す。 
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表 6：東京都市圏外への搬出割合 

 地域 1 地域 2 地域 3 地域 4 地域 5 地域 6 

品目 1 5.2% 5.4% 1.7% 0.7% 1.1% 7.2% 

品目 2 1.3% 1.4% 0.4% 0.6% 1.6% 8.0% 

品目 3 3.0% 3.8% 2.0% 1.1% 1.9% 19.5% 

品目 4 1.8% 1.8% 0.2% 0.7% 1.1% 6.9% 

品目 5 0.6% 0.6% 0.1% 0.0% 0.2% 1.0% 

品目 6 0.9% 1.0% 0.6% 0.3% 0.6% 7.1% 

品目 7 2.4% 2.6% 0.5% 0.5% 1.3% 15.4% 

品目 8 1.0% 1.0% 0.7% 0.2% 0.9% 10.9% 

品目 9 3.6% 4.5% 1.1% 1.0% 1.0% 2.9% 

 

表 7：東京都市圏外からの搬入割合 

 地域 1 地域 2 地域 3 地域 4 地域 5 地域 6 

品目 1 5.1% 6.1% 2.7% 1.4% 1.9% 5.9% 

品目 2 5.3% 5.5% 2.3% 1.1% 2.0% 12.9% 

品目 3 3.9% 4.9% 2.1% 0.6% 1.6% 16.7% 

品目 4 2.4% 2.1% 1.1% 0.5% 0.8% 4.9% 

品目 5 0.8% 2.0% 0.5% 0.2% 0.6% 1.2% 

品目 6 5.4% 5.9% 1.1% 1.5% 3.6% 21.7% 

品目 7 3.0% 3.0% 2.2% 1.1% 1.6% 17.4% 

品目 8 3.4% 3.6% 2.7% 2.5% 3.7% 51.4% 

品目 9 3.4% 5.9% 2.5% 0.8% 0.6% 7.1% 
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表 8：東京都市圏外への搬出重量(千トン/年) 

 地域 1 地域 2 地域 3 地域 4 地域 5 地域 6 

品目 1 26,841 28,143 8,906 3,407 5,511 37,268 

品目 2 8,937 9,722 2,905 4,090 10,898 53,740 

品目 3 38,187 47,236 24,865 13,554 24,320 245,252 

品目 4 5,138 5,372 553 2,168 3,230 20,222 

品目 5 5,531 6,195 815 202 2,185 9,867 

品目 6 3,294 3,501 2,140 1,150 2,073 25,841 

品目 7 23,681 24,800 5,122 4,921 12,418 149,690 

品目 8 3,467 3,589 2,599 638 3,098 39,094 

品目 9 8,870 11,145 2,741 2,458 2,447 7,025 

 

表 9：東京都市圏外からの搬入重量(千トン/年) 

 地域 1 地域 2 地域 3 地域 4 地域 5 地域 6 

品目 1 26,138 31,583 13,937 7,236 10,017 30,735 

品目 2 35,801 36,980 15,473 7,632 13,756 86,841 

品目 3 48,889 61,772 26,403 7,837 20,213 210,317 

品目 4 6,852 5,988 3,193 1,333 2,336 14,241 

品目 5 8,008 19,159 4,860 2,183 5,838 11,678 

品目 6 19,779 21,486 4,040 5,518 12,982 79,006 

品目 7 28,727 29,291 21,538 11,043 15,969 169,033 

品目 8 12,221 12,796 9,810 8,812 13,169 184,360 

品目 9 8,502 14,646 6,096 1,924 1,478 17,549 
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4.2  都市圏内外貨物輸送事業所の決定と発生集中量の割り当て 

この節では、都市間貨物輸送に従事する事業所を決定し、その事業所の都市圏内外の貨物生

産量および集中量を決定する。 

4.2.1 都市圏内外貨物輸送事業所の決定 

初めに都市間貨物輸送に従事する事業所を決定する。決定のプロセスは鷹野(2023)で提案さ

れた手法を用いる。本節では鷹野(2023)で提案したモデルを簡単に説明する。 

鷹野(2023)では都市圏内外貨物輸送事業所を搬入と搬出の場合でそれぞれ次のように定義し

ている。 

・搬入：事業所に集中する貨物車の出発地に東京都市圏外の物を含む事業所 

・搬出：事業所から発生する貨物車の到着地に東京都市圏外の物を含む事業所 

鷹野(2023)は東京都市圏物資流動調査(2015)のデータから事業所ごとに都市圏内外貨物輸送事

業所であるか否かを判別するモデルを構築した。モデルには二項ロジットモデルを用い、事業

所の機能ごとに、工場・物流施設・事務所のそれぞれに対してモデルを構築した。式 12 に工

場 n、式 14 に物流施設 n、式 16 に事務所 n が、都市圏内外貨物事業所である効用関数𝑉𝑛,1、

都市圏内外貨物事業所でない効用𝑉𝑛,0をそれぞれ定める。 

(1)工場の効用 

𝑉𝑛,1＝𝛽𝑤𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡 𝑙𝑛(𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡𝑛) + 𝛽𝐹𝑜𝑜𝑑 𝐹𝑜𝑜𝑑𝑛 + 𝛽𝐵𝑢𝑙𝑘𝐵𝑢𝑙𝑘𝑛 + 𝛽𝑀𝑎𝑐ℎ𝑖𝑛𝑒 𝑀𝑎𝑐ℎ𝑖𝑛𝑒𝑛

+ 𝛽𝐹𝑜𝑜𝑑∗𝑙𝑛(𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡)𝐹𝑜𝑜𝑑𝑛 ∗ 𝑙𝑛(𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡𝑛) + 𝛽𝐵𝑢𝑙𝑘∗𝑙𝑛(𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡)𝐵𝑢𝑙𝑘𝑛 ∗ 𝑙𝑛(𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡𝑛)

+ 𝛽𝑀𝑎𝑐ℎ𝑖𝑛𝑒∗ln(𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡)𝑀𝑎𝑐ℎ𝑖𝑛𝑒𝑛 ∗ 𝑙𝑛(𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡𝑛) + 𝜀𝑛                                                  (12) 

𝑉𝑛,0＝ 0 (13) 

 

ここで 

𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡𝑛：事業所 n の搬入または搬出重量 

𝐹𝑜𝑜𝑑𝑛  :事業所 n の主要な品目が食品であれば 1、それ以外であれば 0 のダミー変数 

𝐵𝑢𝑙𝑘𝑛 : 事業所 n の主要な品目がバルク品であれば 1、それ以外であれば 0 のダミー変数 

𝑀𝑎𝑐ℎ𝑖𝑛𝑒𝑛 : 事業所 n の主要な品目が機械品であれば 1、それ以外であれば 0 のダミー変数 

𝛽𝑤𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡 , 𝛽𝐹𝑜𝑜𝑑 , 𝛽𝐵𝑢𝑙𝑘 , 𝛽𝑀𝑎𝑐ℎ𝑖𝑛𝑒 , 𝛽𝐹𝑜𝑜𝑑∗𝑙𝑛(𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡) , 𝛽𝐵𝑢𝑙𝑘∗𝑙𝑛(𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡) , 𝛽𝑀𝑎𝑐ℎ𝑖𝑛𝑒∗𝑙𝑛(𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡)：モデルパラメ

ータ、搬入・搬出それぞれで推定される 

 

(2)物流施設の効用  

𝑉𝑛,1＝𝛽𝑤𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡 𝑙𝑛(𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡𝑛) + 𝛽𝐹𝑜𝑜𝑑 𝐹𝑜𝑜𝑑𝑛 + 𝛽𝐵𝑢𝑙𝑘𝐵𝑢𝑙𝑘𝑛 + 𝛽𝑀𝑎𝑐ℎ𝑖𝑛𝑒 𝑀𝑎𝑐ℎ𝑖𝑛𝑒𝑛

+ 𝛽𝑚𝑎𝑛𝑢𝑓𝑎𝑐𝑡𝑢𝑟𝑒 𝑀𝑎𝑛𝑢𝑓𝑎𝑐𝑡𝑢𝑟𝑒𝑛 + 𝛽𝑇𝑟𝑎𝑛𝑠𝑝𝑜𝑟𝑡𝑇𝑟𝑎𝑛𝑠𝑝𝑜𝑟𝑡𝑛

+  𝛽𝑊𝑎𝑟𝑒ℎ𝑜𝑢𝑠𝑒𝑊𝑎𝑟𝑒ℎ𝑜𝑢𝑠𝑒𝑛 + 𝛽𝑊ℎ𝑜𝑙𝑒𝑠𝑎𝑙𝑒𝑊ℎ𝑜𝑙𝑒𝑠𝑎𝑙𝑒𝑛 + 𝛽𝐹𝑜𝑜𝑑∗𝑙𝑛(𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡)𝐹𝑜𝑜𝑑𝑛

∗ 𝑙𝑛(𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡𝑛) + 𝛽𝐵𝑢𝑙𝑘∗𝑙𝑛(𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡)𝐵𝑢𝑙𝑘𝑛 ∗ 𝑙𝑛(𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡𝑛)

+ 𝛽𝑀𝑎𝑐ℎ𝑖𝑛𝑒∗ln(𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡)𝑀𝑎𝑐ℎ𝑖𝑛𝑒𝑛 ∗ 𝑙𝑛(𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡𝑛) + 𝜀𝑛                                                  (14) 

𝑉𝑛,0＝0 (15) 
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ここで 

𝑀𝑎𝑛𝑢𝑓𝑎𝑐𝑡𝑢𝑟𝑒𝑛 : 事業所 n の主要な業種が製造業であれば 1、それ以外であれば 0 のダミー変

数 

𝑇𝑟𝑎𝑛𝑠𝑝𝑜𝑟𝑡𝑛 : 事業所 n の主要な業種が運輸業であれば 1、それ以外であれば 0 のダミー変数 

𝑊𝑎𝑟𝑒ℎ𝑜𝑢𝑠𝑒𝑛 : 事業所 n の主要な業種が倉庫業であれば 1、それ以外であれば 0 のダミー変数 

𝑊ℎ𝑜𝑙𝑒𝑠𝑎𝑙𝑒𝑛 : 事業所 n の主要な業種が卸売業であれば 1、それ以外であれば 0 のダミー変数 

𝛽𝑤𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡 , 𝛽𝐹𝑜𝑜𝑑 , 𝛽𝐵𝑢𝑙𝑘 , 𝛽𝑀𝑎𝑐ℎ𝑖𝑛𝑒 , 𝛽𝑚𝑎𝑛𝑢𝑓𝑎𝑐𝑡𝑢𝑟𝑒 , 𝛽𝑊ℎ𝑜𝑙𝑒𝑠𝑎𝑙𝑒 , 𝛽𝐹𝑜𝑜𝑑∗𝑙𝑛(𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡) , 𝛽𝐵𝑢𝑙𝑘∗𝑙𝑛(𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡), 𝛽𝑀𝑎𝑐ℎ𝑖𝑛𝑒∗𝑙𝑛(𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡)

:モデルパラメータ、搬入・搬出それぞれで推定される 

 

(3)事務所の確率効用 

𝑉𝑛,1＝𝛽𝑤𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡 𝑙𝑛(𝑊𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡𝑛) + 𝜀𝑛 (16) 

 

𝑉𝑛,0＝0 (17) 

  

ここで 

𝛽𝑤𝑒𝑖𝑔ℎ𝑡：モデルパラメータ、搬入・搬出それぞれで推定される 

 

また事業所 n が都市圏内外貨物輸送事業所である確率は次の式 18 で求まる。 

𝑃𝑛,1＝ 
exp(𝑉𝑛,1)

1 + exp(𝑉𝑛,1)
(18) 

 

本研究では式 18 で定められる確率と、鷹野(2023)が構築したモデル、並びに推定したモデルパ

ラメータをもとに都市圏内外貨物輸送を行う事業所を確率に基づき決定する。 

 

4.2.2 事業所への発生量集中量の割り当て 

最後に東京都市圏内の事業所に対して、都市圏内外輸送の発生量及び集中量の割り当てを行

う。本研究では、事業所の都市間輸送活動について次の仮定を設ける。 

 東京都市圏外から貨物を搬入する事業所は、貨物を東京都市圏外からのみ搬入し、東京

都市圏内からの搬入は行わない。 

 東京都市圏外へ貨物を搬出する事業所は、貨物を東京都市圏外のみに搬出し、東京都市

圏内への搬出は行わないものとする。 

 東京都市圏外から貨物を搬入する事業所は、都市圏内にのみ搬出を行う。 

 東京都市圏外へ貨物を搬出する事業所は、東京都市圏内からのみ搬入を行う。 

これらの仮定の下で、各事業所の都市間貨物輸送における発生量および集中量を次の条件を

もとに決定する。都市圏搬入事業所については、品目ごとに、4.2.1 で決定した都市圏外から

貨物の搬入を行う都市圏内外輸送事業所の中から、4.1.2 で決定した都市圏内の搬入重量を満

たすように消費量が多い事業所から順に選定する。また都市圏搬出事業所については、品目
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ごとに、4.2.1 で決定した都市圏外へ搬出を行う都市圏内外輸送事業所の中から、4.1.2で決

定した都市圏内の搬出重量を満たすように生産量が多い事業所から順に選定する。 
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第 5章 サプライヤー選択モデル 

本章では 4 章の結果として出力された都市圏内外貨物輸送における貨物の生産量、消費量を

もとに、貨物を仕入れるサプライヤーを選択する手順を説明する。 

サプライヤー選択モデルは大きく 2 つのステップから構成される。 

 受取需要への分割 

 サプライヤー選択 

1 つ目の受取需要への分割では、4 章で決定した事業所の年間消費量を契約に基づく貨物の受

取需要へと分割をする。 

2 つ目のサプライヤー選択では、分割された各貨物の受取需要に対してサプライヤー選択モデ

ルを適用して、商品を仕入れるサプライヤーを決定する。 

5.1受取需要への分割 

本章では、都市圏内外で貨物輸送に従事する事業所の消費量を、貨物の受取需要として分割

する手法を説明する。 

はじめに、物流センサス（3日間調査）のデータを基に、品目ごとの平均出荷重量を算出し

た。各事業所の消費重量を平均出荷重量で割り、各事業所の消費量がいくつの契約で構成さ

れるかを算定した。 

次に、出荷サイズが対数正規分布に従うと仮定し、契約ごとの出荷重量をランダムに決定

した。品目ごとの出荷重量の分布平均出荷重量と標準偏差を表 10 に示している。 

最後に、ランダムに決定された出荷重量の総和が事業所の消費量と一致するよう、契約重

量を圧縮または拡大の補正処理を施した。 

 

表 10：搬入・搬出時の出荷サイズ 

 搬入 搬出 

 平均 標準偏差 平均 標準偏差 

品目 1 4.70 2.51 5.29 2.37 

品目 2 4.85 2.65 5.02 2.51 

品目 3 3.31 2.49 2.40 2.36 

品目 4 3.63 2.97 6.94 2.92 

品目 5 9.43 3.62 8.71 1.87 

品目 6 4.28 2.86 5.05 3.15 

品目 7 3.48 2.75 3.22 2.54 

品目 8 3.98 2.69 4.16 2.72 

品目 9 4.03 2.86 5.90 2.47 
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5.2 サプライヤー選択 

本節では 5.1 で分割した貨物の受取需要に対して、その貨物を供給するサプライヤーを選択

するサプライヤー選択モデルを構築する。 

サプライヤー選択モデルについては数多くの手法が提案されている Sakai et al.(2020)は送り

手と受取手の事業所の機能間でサプライヤー選択行動に影響を及ぼすことに着目し、東京都市

圏物資流動調査を用い東京都市圏内の貨物輸送におけるサプライヤー選択モデルを構築した。

都市間貨物輸送におけるサプライヤー選択の適応例として、Ben-Akiva et al.(2008)は提案された

ADA プロセスの中で地域間の生産消費フローから企業間のフローに細分化する手法を提案し

ている。経済統計から得られた地域間の生産消費フローと Commodity flow survey などの企業

間の貨物取引について調査された調査データを用い事業所間のフローを拡大することで貨物

フローを決定している。また Pourabdollahi et al. (2017) は、サプライヤー選択を行う際に重要

となる要素について調査し、商品価格/サプライヤーの金融的信用度/納期/距離/過去の取引関係

に基づくロイヤリティ/提供されるサービスの質/サプライヤーの生産能力とその信頼性/商品の

品質や技術的な優位性がサプライヤーの 8 つの項目が重要であることを示した。 

 

本研究では 

(1)東京都市圏内で貨物を消費する際の東京都市圏外のサプライヤー選択(サプライヤー選択モ

デル(搬入)) 

(2)東京都市圏外で貨物を消費する際の東京都市圏内のサプライヤー選択(サプライヤー選択モ

デル(搬出)) 

についてそれぞれモデル構築を行う。 

 

5.2.1 使用データとデータ加工 

 サプライヤー選択モデルの構築には物流センサスの 3 日間調査を用いる。物流センサスを用

いて都市圏内外の搬入・搬出データを作成するために表 11 に示す条件で抽出を行った。抽出

した後の品目ごとの搬入・搬出のサンプル数と拡大係数を考慮したサンプル数について表 12

にまとめる。 
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表 11：サプライヤー選択モデル データの抽出条件 

 搬入 搬出 

条件 

1. 東京都市圏外から貨物が出荷 

2. 東京都市圏内で貨物が受取 

3. 主たる輸送機関が自家用トラッ

ク/営業用トラック(宅配便等混

載)/営業用トラック（一車貸

切）/トレーラー 

1. 東京都市圏内から貨物を出荷 

2. 東京都市圏外で貨物を受取 

3. 主たる輸送機関が自家用トラッ

ク/営業用トラック(宅配便等混

載)/営業用トラック（一車貸切）

/トレーラー 

 

表 12：品目別の搬出・搬入サンプル数 

 搬入 搬出(拡大済み) 搬出 搬出(拡大済み) 

品目 1 3,284 104,691 2,508 43,206 

品目 2 75,48 277,119 5,483 164,560 

品目 3 25,211 518,515 22,185 324,396 

品目 4 1,377 117,042 178 2,220 

品目 5 112 1,257 179 5,832 

品目 6 9,566 75,277 6,521 109,797 

品目 7 19,252 234,018 19,328 359,699 

品目 8 21,127 190,564 26,667 326,878 

品目 9 699 59,349 739 57,039 

 

5.2.2 サプライヤー選択モデル(搬入) 

本節では、都市圏搬入の受取需要に対してサプライヤーを選択するモデルを構築する。図 5

は東京都市圏外から都市圏内に搬入される貨物のフローの概念図である。本モデルでは各地域

に所在するサプライヤーの選択確率を集計し、それぞれの地域の選択を行うモデルを構築する。

モデルの行う選択行動の概念図を図 6 に示す。 
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図 5：物流センサスで観測される都市圏搬入貨物の流れ 

 

 

図 6：サプライヤー選択モデル(搬入)の概念図 

 

1) モデルの定式化：サプライヤー選択モデル(搬入) 

サプライヤー選択モデル(搬入)には多項ロジットモデルを用いる。 

ここで、実際のサプライヤー選択を行う意思決定者は個々のサプライヤーが存在する中から

一つのサプライヤーを選択するが、今回構築するモデルのように個々のサプライヤーの選択確

率を集約し、各地域を選択するモデルを構築する場合には、地域への集約時に各サプライヤー

の選択確率の総和と地域の確率に変化が生じないような処理を行う必要がある。Ben-Akiva and 

Lerman(1985)らはこうした問題に対して対処方法を提案しており、本研究でもその手法を用い

てモデル構築を行う。本研究における効用関数の導出を以下に示す。 

まずゾーン i に所在する個々のサプライヤーの集合を𝐽𝑖とし、個々のサプライヤーの選択効用

をそれぞれ𝑣𝑗とする(𝑗 ∈ 𝐽𝑖)。そのためゾーン i の選択確率は式 19 で表現することができる。 

𝑃𝑖 =  
∑ exp(𝑣𝑗)𝑗∈𝐽𝑖

∑ ∑ exp(𝑣𝑘)𝑘∈𝐽𝑛𝑛

(19) 

 

=
exp(𝑉𝑖)

∑ exp(𝑉𝑛)𝑛

(20) 

 

ただし、期待最大効用から 
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𝑉𝑖 = ln ∑ exp(𝑣𝑗)

𝑗∈𝐽𝑖

(21) 

 

とおける。 

ここでゾーン i 内に所在するサプライヤーの平均効用関数𝑉𝑖̅を導入する。 

𝑉𝑖̅ =  
1

𝑀𝑖
∑ 𝑣𝑗

𝑗∈𝐽𝑖

(22) 

 

𝑀𝑖  はゾーン内に所在するサプライヤーの数とする。 

この平均効用関数𝑉𝑖̅を用いて式(21)を以下のように変形する。 

𝑉𝑖 = ln [exp(𝑉𝑖̅) ∑ exp(𝑣𝑗 − 𝑉𝑖̅ )

𝑗∈𝐽𝑖

] (23) 

= 𝑉𝑖̅  + ln [∑ exp(𝑣𝑗 − 𝑉𝑖̅ )

𝑗∈𝐽𝑖

] (24) 

 

=  𝑉𝑖̅ + ln [
1

𝑀𝑖
exp(𝑣𝑗 − 𝑉𝑖̅)] + ln(𝑀𝑖) (25) 

 

式(25)の第 3 項はそれぞれのゾーン内のサプライヤー数に自然対数を取った項であり、そのゾ

ーンにおける規模を表す項と考えることができる。第 2 項は各ゾーン内に所在するサプライヤ

ーの効用関数の変動を表した項である。第 1 項と第 2 項は同様にゾーン i の特性変数を用いた

関数として説明できると仮定すれことにより、ゾーン i を選択する確率は次のように書くこと

ができる。 

𝑃𝑖 =
exp(𝑣𝑖̅ + ln(𝑀𝑖))

∑ exp (𝑣𝑗̅ + ln(𝑀𝑗))𝑗

(26) 

 

ここで𝑣𝑖̅は式(25)の第 1 項と第２項の和を表し、ゾーン i を選択することの効用を現す。 

さらに、𝑀𝑖をゾーン i の観測可能な規模変数である、貨物生産量(Freight Production) 𝐹𝑃𝑖を用い

て次のように表現できると仮定する。 

𝑀𝑖 =  𝛼 ∙ 𝐹𝑃𝑖 (27) 

これを式(26)に代入すると、式を変形することにより、ゾーン i を選択する確率は式(28)のよう

に表現することができる。 

 

𝑃𝑖 =  
exp(𝑣𝑖̅) ∙ 𝛼 ∙ 𝐹𝑃𝑖

∑ [exp(𝑣𝑗̅) ∙ 𝛼 ∙ 𝐹𝑃𝑗 ]𝑗

(28) 
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𝑃𝑖 =
𝑣𝑗̅ + 𝑙𝑛𝐹𝑃𝑖

∑ (𝑣𝑗̅𝑗 + ln 𝐹𝑃𝑗 )
(29) 

 

したがって今回の個々のサプライヤーを各地域に統合し、地域の選択モデルを行うときには

通常の効用関数に加えて、地域内に含まれるサプライヤーの貨物生産量に対数をとったものを

加えることで効用関数を定義することが出来ることが分かる。 

 

効用の説明変数としては各地域における定数項と、受取事業所から結節点までの距離、地域内

の貨物生産量を用いて式(32)のように定義する。 

 

𝑈𝑖,𝑗 = 𝑉𝑖,𝑗 + 𝜀𝑖,𝑗 (30) 

𝑉𝑖,𝑗 =  𝛽𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡,𝑗
𝑐𝑜𝑚 +  𝛽𝑑𝑖𝑠𝑡

𝑐𝑜𝑚ln 𝑑𝑖𝑠𝑡𝑖,𝑗 (31) 

𝑃𝑖,𝑗 =  
exp(𝑉𝑖,𝑗 + ln 𝐹𝑃𝑗

𝑐𝑜𝑚)

∑ exp(𝑉𝑖,𝑗′ + ln 𝐹𝑃𝑗′ 𝑐𝑜𝑚)𝑗′∈𝑗

(32) 

ここで 

𝑈𝑖,𝑗:受取需要 i がサプライヤーの所属する地域 j のサプライヤーを選択する効用 

𝑉𝑖,𝑗:受取需要 i がサプライヤーの所属する地域 j のサプライヤーを選択する効用の確定項 

𝜀𝑖,𝑗: 受取需要 i がサプライヤーの所属する地域 j のサプライヤーを選択する効用のランダム項 

𝑑𝑖𝑠𝑡𝑖,𝑗    :受取手 i から地域 j の結節点までの直線距離(km) 

𝐹𝑃𝑗 :地域 j の年間貨物生産量(t) 

𝛽𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡,𝑗
𝑐𝑜𝑚 :品目、地域ごとの定数項 

𝛽𝑑𝑖𝑠𝑡,𝑗
𝑐𝑜𝑚    :距離のパラメータ 

 

なお、地域・品目ごとの貨物生産量は物流センサスの 3 日間調査の値を年間の貨物出荷重量に

拡大して求めた。地域、品目ごとの貨物生産量を表 13 に示す。 
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表 13：品目・地域別の年間貨物生産量(千トン/年) 

 地域 1 地域 2 地域 3 地域 4 地域 5 地域 6 

品目 1 10,687 10,119 1,422 1,258 1,456 56,013 

品目 2 8,027 7,633 4,339 2,876 6,439 80,584 

品目 3 7,593 6,969 6,334 1,414 4,905 63,991 

品目 4 3,713 2,417 3,399 666 880 37,662 

品目 5 53,132 46,127 19,921 9,486 29,566 234,145 

品目 6 11,953 11,653 4,940 4,099 6,031 177,964 

品目 7 4,015 4,113 2,032 1,951 5,338 87,344 

品目 8 37,313 44,506 12,135 10,288 18,045 420,998 

品目 9 9,935 8,394 2,010 1,435 2,353 75,736 

 

表 14：品目・地域別の出荷件数(件/3 日間) 

 地域 1 地域 2 地域 3 地域 4 地域 5 地域 6 合計 

品目 1 9,705 10,911 7,668 2,441 8,934 70,583 110,242 

品目 2 27,620 16,774 6,115 33,680 21,905 180,392 286,486 

品目 3 25,558 27,770 11,852 6,808 44,002 419,265 535,255 

品目 4 3,489 4,443 10 11,656 8,854 88,769 117,221 

品目 5 59 35 9 18 41 1,150 1,311 

品目 6 3,438 3,460 2,758 16,104 9,696 40,678 76,133 

品目 7 15,633 17,367 5,573 11,463 58,728 130,705 239,470 

品目 8 11,142 10,912 4,672 4,595 8,658 154,066 194,045 

品目 9 161 281 250 184 1,105 57,403 59,384 

合計 96,805 91,953 38,907 86,950 161,923 1,143,010 1,619,548 

 

2) 結果と考察 

品目別に推定したモデルパラメータを表 15 に示す。品目 2,5,8 については𝜷𝒅𝒊𝒔𝒕
𝒄𝒐𝒎のパラメー

タが負で推定されたため、𝑑𝑖𝑠𝑡𝑖,𝑗の変数を除き再推定した。調整済み尤度比では品目 9 が最も

高く、品目 8 が最も低い値をとった。それぞれの品目に対して個別にモデルを推定しているた

め、品目間でパラメータの大小を比較することはできない。しかし、𝜷𝒄𝒐𝒏𝒔𝒕,𝟓
𝒄𝒐𝒎 の推定結果につい

ては、同品目のほかの地域と定数項と比較しても高い値をとっている。中央道エリアはほかの

地域と比較しても貨物生産量が多いわけではないが出荷件数は多くなっており、小規模な出荷

を多く扱っていることを現している。そのためサプライヤー選択を行う際に中央道エリアはほ

かの地域と比較しても高く選択されている。 
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表 15：サプライヤー選択モデルのパラメータ推定結果 

 品目 1 品目 2 品目 3 品目 4 品目 5 品目 6 品目 7 品目 8 品目 9 

 係数 t-値 係数 t-値 係数 t-値 係数 t-値 係数 t-値 係数 t-値 係数 t-値 係数 t-値 係数 t-値 

𝜷𝒄𝒐𝒏𝒔𝒕,𝟏
𝒄𝒐𝒎  -0.28 -21.7 -0.05 -6.2 -0.63 -85.6 -0.35 -19.0 -1.74 -9.30 0.34 18.6 1.13 132.7 -0.37 -36.0 -3.65 -46.5 

𝜷𝒄𝒐𝒏𝒔𝒕,𝟐
𝒄𝒐𝒎  -0.08 -7.31 0.09 10.9 -0.77 -109 -0.41 -22.8 -1.74 -9.33 0.15 8.7 0.89 101.0 -0.46 -43.8 -3.08 -50.2 

𝜷𝒄𝒐𝒏𝒔𝒕,𝟑
𝒄𝒐𝒎  1.75 141.6 -0.46 -35.6 -1.15 -122 -6.48 -34.9 -2.02 -6.00 0.91 46.6 0.67 48.9 0.05 3.4 -1.64 -25.8 

𝜷𝒄𝒐𝒏𝒔𝒕,𝟒
𝒄𝒐𝒎  0.68 33.1 1.43 222.3 0.05 4.4 2.33 196.7 -0.78 -3.22 2.68 268.1 1.51 153.6 0.49 32.5 -1.68 -22.1 

𝜷𝒄𝒐𝒏𝒔𝒕,𝟓
𝒄𝒐𝒎  2.24 244.4 0.63 97.05 0.20 35.1 1.41 91.6 1.35 21.4 2.27 222.4 2.07 368.9 0.10 9.0 -1.05 -26.0 

𝜷𝒅𝒊𝒔𝒕
𝒄𝒐𝒎 -0.34 -49.2  -0.25 -58.3 -0.54 -30.3   -0.05 -9.5  -0.36 -18.0 

𝑳(0) -172636 -348273 -453017 -135034 -1597 -136255 -376206 -154537 -21794 

𝑳(𝜷̅) -136148 -326048 -421908 -101849 -1153 -100929 -301080 -151482 -9840 

尤度比 0.2114 0.0638 0.0687 0.2458 0.2783 0.2593 0.1997 0.0197 0.5485 

調整済み尤度比 0.2113 0.0638 0.0687 0.2457 0.2745 0.2592 0.1997 0.0197 0.5482 

サンプル数 3033 7282 24580 1346 83 9359 18533 20688 694 
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5.2.3 サプライヤー選択モデル(搬出) 

 本節では、東京都市圏内から東京都市圏外へ搬出される貨物におけるサプライヤー選択モデ

ルについて説明する。図 7 は、物流センサスで観測された貨物フローの概念図を示している。

この図から、各サプライヤーはそれぞれ特定の受取手に向けて貨物を搬出する。本モデルでは、

同一品目を搬出するサプライヤーを選択肢集合とし、その中から実際に選択されたサプライヤ

ーを説明する選択モデルを構築する。 

 

 

図 7：物流センサスにおける貨物フローの概念図(搬出) 

 

 

図 8：サプライヤー選択モデルにおける選択行動の概念図(搬出) 

 

1) モデルの定式化：サプライヤー選択モデル(搬出) 

 

モデルには、搬入モデルと同様に多項ロジットモデルを用いる。 

説明変数として、サプライヤーから受取手が所属する地域への接続部までの距離と各事業所の

年間貨物生産量を用いる。距離は輸送費やリードタイムの代替変数であり、物流の費用最小化

の原則から考えると推定されるパラメータは負であると考えられる。次に事業所ごとの年間貨

物生産量は、事業所の生産する製品の品質や価格、サービスレベルや信頼性などを代替する変

数とする。年間の貨物生産量が増加することで品質やサービスレベル、信頼性は高くなりサプ

ライヤーとしての評価が高くなる。また事業所の貨物生産量が増加すると規模の経済性から製

品単価を下げることにつながるため、物流費用最小化の原則から事業所を選択することの魅力

は高くなる。そのため年間貨物生産量の推定されるパラメータは正である。 
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 貨物生産量に対して搬入モデル推定時とは異なり、搬出モデルでは個々のサプライヤーを選

択しているため年間貨物生産量について特別な扱いは必要ではない。そのため受取需要 i がサ

プライヤーj を選択することの効用は式(34)のようにあらわすことが出来る。 

 

𝑈𝑖,𝑗 = 𝑉𝑖,𝑗 + 𝜀𝑖,𝑗 (33) 

 

𝑉𝑖,𝑗 =  𝛽𝑑𝑖𝑠𝑡
𝑐𝑜𝑚 ln(𝑑𝑖𝑠𝑡𝑖,𝑗) + 𝛽𝐹𝑃

𝑐𝑜𝑚 l𝑛(𝐹𝑃𝑗) (34) 

 

𝑃𝑖,𝑗 =  
exp(𝑉𝑖,𝑗 )

∑ exp(𝑉𝑖,𝑗′)𝑗′∈𝑗

(35) 

ここで 

𝑈𝑖,𝑗:受取需要 i がサプライヤーj を選択することの効用 

𝑉𝑖,𝑗:受取需要 i がサプライヤーj を選択することの効用の確定項 

𝜀𝑖,𝑗:受取需要 i がサプライヤーj を選択することの効用のランダム項 

𝑑𝑖𝑠𝑡𝑖,𝑗:サプライヤーから受取手が所属する地域の結節点までの距離 

𝐹𝑃𝑗 :事業所ごとの年間貨物生産量(t) 

𝑃𝑖,𝑗:受取需要 j がサプライヤーi を選択する確率 

 

2)  結果と考察(搬入)  

表 16 に品目ごとに推定したモデルの推定結果を示す。 

品目 1,5,8 は距離のパラメータが正で推定されたため、説明変数から除外した。調整済み尤度

比は、品目 4 で最も高く、品目 9 で最も低いが全体を通して調整済み尤度比は低い傾向にあっ

た。この原因として品目ごとに東京都市圏内に所在するすべてのサプライヤーを選択肢集合に

したことによって選択肢集合の数が多くなったことが原因であると考えられる。 

品目ごとにモデル推定を行っているため、品目間で直接パラメータを比較することはできない。 

品目 2,3,4,9 については𝛽𝑑𝑖𝑠𝑡
𝑐𝑜𝑚の絶対値が𝛽𝐹𝑃

𝑐𝑜𝑚よりも大きく推定された。このことからこれらの

品目は距離が遠くにあり、貨物生産量の大きいサプライヤーよりも距離が近くにあり生産量が

比較して少ないサプライヤーを選択する傾向にあることが分かった。食料品や日用品、印刷品、

排出品などは重量当たりの価値が低いと考えられるため、遠くのサプライヤーから仕入れるこ

とによる輸送費の増加に対し感度が高いとし、より近くのサプライヤーから仕入れることを好

むと考えられる。 

逆に品目 6,7 については、𝛽𝐹𝑃
𝑐𝑜𝑚のパラメータの絶対値が𝛽𝑑𝑖𝑠𝑡

𝑐𝑜𝑚の絶対値よりも大きい。これら

の金属工業品や機械工業品などは重量当たりの価値が高く、輸送にかかる費用よりも、より信

頼できるサプライヤーからの仕入れを行いたいと受取事業所が考えているためであると考え

られる。 
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表 16：サプライヤー選択モデルパラメータ推定結果 

 

 品目 1 品目 2 品目 3 品目 4 品目 5 品目 6 品目 7 品目 8 品目 9 

 係数 t-値 係数 t-値 係数 t-値 係数 t-値 係数 t-値 係数 t-値 係数 t-値 係数 t-値 係数 t-値 

𝜷𝒅𝒊𝒔𝒕
𝒄𝒐𝒎  -0.18 -10.5 -0.31 -32.6 -0.86 -4.95   -0.16 -10.6 -0.11 -9.84   -0.23 -5.29 

𝜷𝑭𝑷
𝒄𝒐𝒎 0.25 27.93 0.173 30.5 0.292 131.9 0.271 8.47 0.322 8.63 0.232 51.2 0.219 82.68 0.250 109.1 0.140 9.53 

L(0) -11,938 -30,480 -156,103 -566 -585 -39,144 -133,192 -175,601 -3,384 

𝑳(𝜷̅) -11,518 -29,910 -145,953 -519 -541 -37,610 -129,393 -169,187 -3,324 

尤度比 0.0352 0.0187 0.0650 0.0822 0.0744 0.0392 0.0285 0.0365 0.0175 

調整済み尤度比 0.0351 0.0186 0.0650 0.0787 0.0727 0.0391 0.0285 0.0365 0.0169 

サンプル数 2,598 5,742 26,109 178 184 6,743 20,736 28,036 770 

選択肢数 99 202 395 24 24 332 616 525 81 
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第 6章 輸送形態選択モデル 

前章では都市圏内外貨物輸送を行う各受取需要に対して、その貨物を供給するサプライヤー

を決定した。本章ではサプライヤーと受取手の間の輸送において、途中で中継施設を経由する

か否かを決定するモデルを構築する。 

6.1 データの加工 

はじめに、東京都市圏物資流動調査の搬入搬出調査を用い東京都市圏内外輸送のうち、東京都市

圏内の中継施設を利用した輸送(以下：中継輸送)と、東京都市圏内の中継施設を利用しない輸送(以

下：直接輸送)のデータをそれぞれ抽出する。東京都市圏内へ搬入される貨物の流れを図 9 に示す。

中継輸送の場合は、東京都市圏外の事業所から中継施設を経由し、東京都市圏内の事業所へ運ばれ

る。直接輸送については東京都市圏外の事業所から東京都市圏内の中継施設ではない事業所へ直接

運ばれる。そのため都市圏搬入における、中継輸送レコードは図 9 の①の搬出レコードに当たる。

都市圏搬入における直接輸送のレコードは図 9 の➂の搬入レコードに当たる。同様に、東京都市圏

外へ搬出される貨物の流れを図 10 に示す。中継輸送の場合は、東京都市圏内の事業所から中継施

設を経由し、東京都市圏外の事業所へ運ばれる。直接輸送については東京都市圏内の中継施設でな

い事業所から東京都市圏外の事業所へ直接運ばれる。そのため都市圏搬入における、中継輸送レコ

ードは図 10 の①の搬出レコードに当たる。都市圏搬入における直接輸送のレコードは図 10 の➂

の搬入レコードに当たる。搬入・搬出における中継輸送と直接輸送の抽出条件をそれぞれ表 17 と

表 18 に示す。また抽出された出荷データについて品目ごとにそのデータ数を集計し、エラー! 参

照元が見つかりません。に示す。また拡大係数を考慮した後の直接輸送と中継輸送のデータ数をエ

ラー! 参照元が見つかりません。にまとめる。エラー! 参照元が見つかりません。より、搬入にお

ける品目 5 および、搬出における品目 9 については、中継施設を経由したレコードが存在しないた

め、本研究ではモデル構築は行わずに、直接輸送を行うと仮定する。 

また、東京都市圏物資流動調査は施設間の流動を捉えているため、各中継施設を経由するデータ

において、貨物の真の生産地並びに消費地を知ることが出来ない。搬入・搬出の地域ごとで貨物輸

送における需要の多寡により中継輸送の利用率に変化があると考えられる。そのため本モデルでは

東京都市圏物資流動調査の施設間流動データに対して、搬入の場合は東京都市圏外の生産地を、搬

出の場合は東京都市圏外の消費地を予測する。搬入の場合、図 9 に示す②の東京都市圏外から中継

施設に搬入される同一品目の貨物のうち一番出荷重量が近い搬入レコードの出発地を生産地と仮

定する。搬出の場合も同様に、図 10 に示す②の中継施設から東京都市圏外に搬入される同一品目

の搬出レコードのうち一番出荷重量が近いレコードの出発地を消費地と仮定する。 

地域・品目ごとの中継・非中継のサンプル数を表 19 に示す。 

次に、中継輸送を行う際に利用された中継施設のデータを作成する。中継輸送を利用した搬出・

搬入データから、施設調査に含まれる所在地情報や床面積などの施設情報を組み合わせること

で中継施設データを作成した。作成した中継施設データをもとに、搬入側の中継施設の分布を

図 11 に、搬出側の中継施設の分布を図 12 にそれぞれ示す。それぞれの中継施設の施設数は

搬入側が 40、搬出側が 79 施設である。搬入・搬出の両中継施設は、圏央道沿線や国道 16 号
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沿線、東京湾湾岸エリア、各放射高速道路の沿線に広く分布しており、特に圏央道の東京・埼

玉区間と東京湾湾岸エリアに集中している傾向が見られる。この立地傾向は、萩野ら（2007）

が第 4 回東京都市圏物資流動調査を基に構築した大規模広域的物流施設の立地選択モデルに

より推計された、立地ポテンシャルの高い地域に集積している。 

 

 

図 9：都市圏搬入輸送の貨物フロー 

 

 

図 10：都市圏搬出輸送の貨物フロー 
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表 17：中継輸送のデータ抽出条件 

搬入 搬出 

1. 東京都市圏内から搬出を行う 

2. 東京都市圏内へ搬入を行う 

3. 搬入される施設の施設種類が集配セン

ター・荷捌き場/トラックターミナルに

含まれる 

4. 搬入される施設が回答した搬出票の中

に、同一品目の東京都市圏外への搬出

が記録されている 

5. 輸送手段が自家用トラック/営業用トラ

ック(一車貸切)/ 営業用トラック(宅配

便等混載)のいずれかに含まれる 

1. 東京都市圏内から搬出を行う 

2. 東京都市圏内へ搬入を行う 

3. 搬出される施設の施設種類が集配センタ

ー・荷捌き場/トラックターミナルに含

まれる 

4. 搬出される施設が回答した搬入票の中

に、同一品目の東京都市圏外からの搬入

が記録されている 

5. 輸送手段が自家用トラック/営業用トラ

ック(一車貸切)/ 営業用トラック(宅配

便等混載)のいずれかに含まれる 

 

表 18：直接輸送のデータ抽出条件 

搬入 搬出 

1. 東京都市圏内から搬出を行う 

2. 東京都市圏外へ搬出を行う 

3. 発地の施設種類が集配センター・荷捌き

場/トラックターミナルに含まれない 

4. 輸送手段が自家用トラック/営業用トラ

ック(一車貸切)/ 営業用トラック(宅配

便等混載)のいずれかに含まれる 

1. 東京都市圏外から搬出を行う 

2. 東京都市圏内へ搬出を行う 

3. 着地の施設種類が集配センター・荷捌き

場/トラックターミナルに含まれない 

4. 輸送手段が自家用トラック/営業用トラ

ック(一車貸切)/ 営業用トラック(宅配

便等混載)のいずれかに含まれる 
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表 19：地域別の直接輸送・中継輸送のサンプル数(搬入) 

 地域 1 地域 2 地域 3 地域 4 地域 5 地域 6 

 直接 中継 直接 中継 直接 中継 直接 中継 直接 中継 直接 中継 

品目 1 694 48 507 52 195 0 127 0 164 0 1,260 467 

品目 2 850 187 675 148 205 6 161 11 472 645 3,797 1,136 

品目 3 733 7 616 10 221 83 304 105 617 181 5,828 271 

品目 4 301 0 281 2 53 0 86 0 162 10 1,069 334 

品目 5 297 0 175 0 73 0 59 0 121 0 1,110 0 

品目 6 739 11 662 21 509 57 327 55 673 64 3,262 80 

品目 7 1,005 0 1,241 11 441 25 300 7 841 9 5,226 174 

品目 8 638 15 440 13 232 0 159 0 391 7 4,710 251 

品目 9 267 0 331 0 86 0 85 0 119 0 604 2 

合計 5,524 268 4,928 257 2,015 171 1,608 178 3,560 916 26,866 2,715 
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表 20：地域別の直接輸送・中継輸送のサンプル数(搬出) 

 地域 1 地域 2 地域 3 地域 4 地域 5 地域 6 

 直接 中継 直接 中継 直接 中継 直接 中継 直接 中継 直接 中継 

品目 1 870 117 880 49 320 3 131 5 322 19 1,368 92 

品目 2 1,624 90 1,475 297 752 40 513 0 1,194 247 5,931 353 

品目 3 2,850 22 2,429 34 1,124 22 704 9 1,701 21 12,543 269 

品目 4 614 49 726 62 189 6 154 0 391 2 2,245 62 

品目 5 689 0 638 7 216 0 175 0 335 6 1,286 5 

品目 6 2,190 0 2,035 0 735 8 555 0 1,378 23 6,704 26 

品目 7 3,482 47 2,895 44 953 7 873 11 2,029 79 14,585 246 

品目 8 2,289 30 2,042 16 888 0 655 0 1,330 3 8,898 53 

品目 9 456 0 462 0 145 0 86 0 121 0 861 0 

合計 15,064 355 13,582 509 5,322 86 3,846 25 8,801 400 54,421 1106 

 



36 

 

 

図 11：中継施設の立地 (搬入) 

 

 

図 12：中継施設の立地 (搬出) 
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6.2 モデルの概要 

ここでは受取需要に対して、直接輸送・中継輸送の選択と、中継輸送を選択した際の利用する中

継施設を選択するモデルを構築する。中継施設間の誤差項には相関があると考えられるため、ネス

テッドロジットモデルを用いた選択モデルに対して構築を行った。ただし、搬出においてはログサ

ム項のスケールパラメータが 1.14 で推定され 1 よりも大きな値で推定された。そのため、ネステ

ッドロジットモデルの構造は適さないと判断し、搬出においては多項ロジットモデルを用いてモデ

ルを定式化した。搬入におけるモデル構造を図 13 に、搬出におけるモデル構造を図 14 に示す。

またモデル式を式 36 から式 44 に示す。 

 

 

図 13：輸送形態選択モデルの構造 (搬入) 

 

 

図 14：輸送形態選択モデルの構造 (搬出) 

 

(1) 搬入におけるモデル式 

 受取需要が選択肢 j を選択することの効用𝑈𝑛,𝑗は確定項𝑉𝑛,𝑗と、同一ネスト内で相関する誤差

項𝜉𝑛,𝑘と独立同一分布(i.i.d)に従う𝜀𝑛,𝑗との和で表される。 

 

𝑈𝑛,𝑗 =  𝑉𝑛,𝑗 + 𝜉𝑛,𝑘  + 𝜀𝑛,𝑗 (36) 

 

ネスト k に所属する選択肢 j を選択される確率はスケールパラメータ𝜆𝑘を用いて次の式で表せ
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る。 

𝑃(𝑗|𝑘) =
exp (

𝑉𝑛,𝑗

𝜆𝑘
)

∑ exp (
𝑉𝑛,𝑗′

𝜆𝑘
)𝑗′∈𝑗𝑘

(37) 

 

 

またネスト k を選択される確率𝑃(𝑘)は 

 

𝑃(𝑘) =  
exp (𝜆𝑘ln (∑ exp (

𝑉𝑛,𝑗′

𝜆𝑘
)𝑗′∈𝑗𝑘

∑ exp (𝜆𝑘ln (∑ exp (
𝑉𝑛,𝑗′

𝜆𝑘
)𝑗′∈𝑗𝑘𝑘′

(38) 

 

 

そのため、最終的に選択肢 j を選択する確率は次の式で求められる。 

 

𝑃(𝑗) = 𝑃(𝑘)𝑃(𝑗|𝑘) (39) 

 

直接輸送を選択することの効用関数𝑉𝑛,1を次のように定める。 

𝑉𝑛,1 =  𝛽1 + 𝛽2 ln(𝑠𝑠) +  𝛽3𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑎𝑟𝑒𝑎1 + 𝛽4𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑎𝑟𝑒𝑎2 + 𝛽5𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑎𝑟𝑒𝑎3 + 

𝛽6𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑎𝑟𝑒𝑎4 +  𝛽7𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑎𝑟𝑒𝑎5 + 𝛽8𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑐𝑜𝑚1 +  𝛽9𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑐𝑜𝑚2 + 𝛽10𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑐𝑜𝑚3 (40)
 

 

また各中継施設を選択することの効用𝑉𝑛,𝑗∈𝑘を次のように定める。 

 

𝑉𝑛,𝑗∈𝑘 = 𝛽11 ln(𝑑𝑖𝑠𝑡𝐼𝐷) + 𝛽12 ln(𝑑𝑖𝑠𝑡𝑖𝑐) (41) 

 

ここで 

𝑠𝑠 : 出荷重量(kg) 

𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑎𝑟𝑒𝑎 : 地域 1~5 のダミー変数 

𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦ℎ𝑖𝑛𝑚𝑜𝑘𝑢:品目 1,2,3 のダミー変数 

𝑑𝑖𝑠𝑡𝑂𝐼  : 発地から中継施設までの距離(km) 

𝑑𝑖𝑠𝑡𝐼𝐷  : 中継施設から着地までの距離(km) 

𝑑𝑖𝑠𝑡𝑖𝑐 : 中継施設の最寄りの高速道路インターチェンジまでの距離(km)  

𝛽：推定されるパラメータ 

 

(2) 搬出におけるモデル構造 

受取需要 n が直接輸送・各中継施設を選択することの効用𝑈𝑛,𝑗は確定項𝑉𝑛,𝑗と誤差項𝜀𝑛,𝑗の和

で表すことが出来る。 
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𝑈𝑛,𝑗 = 𝑉𝑛,𝑗 + 𝜀𝑛,𝑗 (42) 

 

 

受取需要 n が直接輸送を選択することの効用𝑉𝑛,1を次の式で定める。 

𝑉𝑛,1 = 𝛽1 +  𝛽2 ln(𝑠𝑠𝑛) + 𝛽3𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑎𝑟𝑒𝑎1 +  𝛽4𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑎𝑟𝑒𝑎2 +  𝛽5𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑎𝑟𝑒𝑎3 +

 𝛽6𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑎𝑟𝑒𝑎4 + 𝛽7𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑎𝑟𝑒𝑎5 +  𝛽8𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑐𝑜𝑚1 + 𝛽9𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑐𝑜𝑚2 +  𝛽10𝑑𝑢𝑚𝑚𝑦𝑐𝑜𝑚3 (43)
 

 

 

受取需要 n が中継施設 j を選択することの効用を次のように定める。 

𝑉𝑛,𝑗∈{1,2,..𝑛} =    𝛽11𝑑𝑖𝑠𝑡𝑂𝐼 +  𝛽12𝑑𝑖𝑠𝑡𝐼𝐷 +  𝛽13𝑓𝑙𝑜𝑜𝑟𝑗 (44) 

 

6.3 結果と解釈 

搬入・搬出のパラメータ推定結果を表 21 に示す。搬入における発地→中継施設までの距

離、各中継施設のサービスレベルを代替する床面積は想定する符号条件を満たさなかったた

め除外した。同様に搬出において、中継施設の最寄り IC までの距離についてもモデルから除

外した。構築した二つのモデルを通して、尤度比は高くならなかった。このことは二つの要

因が考えられる。一つは直接輸送・中継輸送のサンプル数の偏りである。二つ目は各中継施

設で特徴づけられているものが発着地からの距離や床面積といったもののみであることであ

る。実際の中継施設選択では自社保有の施設であるか否か、同一方向へ向かう貨物量や車両

の空き状況などといった要素が複雑に絡み合っていることが考えられるが本研究で提案する

モデルではそういった要素は考慮に入れることが出来てはいない。そのため、この点を本研

究の今後の課題とする。 

 モデルの各パラメータについて確認をしていく。定数項が正であることから多くの場合に

おいて、直接輸送を選択することの効用が高い。これは東京都市圏物資流動調査において中

継施設を利用するサンプルが十分に確保できなかったことが要因であると考えられる。また

地域ごとのダミー変数はその地域に出荷される/その地域から入荷される品目の中継割合を表

している。品目ごとのダミー変数について、重量に対する価値が比較的低い、農産品・食料

品・日用品はほかの品目と比較しても中継輸送を選択して効率的に輸送を行っていることが

見て取れる。搬出における発地から中継施設までの距離よりも、中継施設から目的地までの

距離を重視する傾向があることが明らかになった。 
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表 21：輸送形態選択モデル パラメータ推定結果 

 

 

搬入 搬出 

係数 t-値 係数 t-値 

定数項 8.69 3.797 4.32 7.0 

出荷重量 -0.21 -2.916 -0.25 -14.5 

地域 1ダミー 1.48 2.55 -0.48 -3.5 

地域 2ダミー 1.50 2.44 -0.84 -7.4 

地域 3ダミー -0.29 -0.771 0.68 2.4 

地域 4ダミー -0.43 -1.104 1.55 2.7 

地域 5ダミー -1.50 -3.139 -0.28 -2.0 

品目 1ダミー -1.99 -2.796 -2.23 -15.3 

品目 2ダミー -4.14 -3.18 -1.90 -17.9 

品目 3ダミー -1.64 -3.167 -1.08 -8.0 

距離 

発地→中継  -0.64 -19.4 

中継→着地 -0.67 -21.541 -1.04 -8.9 

最寄り IC -0.17 -2.83  

床面積  0.081 2.7 

スケールパラメータ 0.51 3.223  

初期尤度 -7,244 -4,774 

最終尤度 -7,002 -4,799 

尤度比 0.033 -0.0053 

調整済尤度比 0.032 -0.0081 

サンプル数 12,348 27,307 
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第 7章 モデルの検証とシナリオ分析 

本章で 4章から 6章までで構築したそれぞれのモデルを組み合わせることで出力される中継

施設の利用を考慮した出荷データに対して以下の３点の分析を行う。 

1)モデルの出力と東京都市圏物資流動調査での観測値を比較し提案するモデルフレームワー

クの精度を検証する。 

2)中継施設の利用を考慮することによって、今まで観測することのできなかった中継施設の利

用に伴う交通需要について知見を得る。 

3)自動運転導入時を想定したシナリオ分析を行い、各切替施設の需要について知見を得る。 

  

本章ではモデルのインプットデータとして、東京都市圏物資流動調査をもとに作成した、東

京都市圏内の仮想事業所データを用いる。 

 

7.1 精度検証 

本節では、提案した中継施設を考慮した、貨物モデルが観測データをどの程度捉えることが

出来ているのかについて検証を行う。観測データには、東京都市圏物資流動調査の搬出搬入調

査を用いる。貨物モデルでは東京都市圏物資流動調査の調査期間が 1年の中での平均的な 1 日

であることを踏まえ、シミュレーションの実行期間を 1 日に設定した。検証する項目として、

中継施設の利用によって生じた東京都市圏内の貨物フローについて、観測データとシミュレー

ション結果を比較する。図 15 と図 16 に搬入・搬出それぞれの中継施設の利用によって生じ

た都県間の貨物流動量希望線図を示す。また図 17 と図 18 に搬入・搬出それぞれについて、

中継施設の利用によって生じた都県間の貨物流動量の観測値とシミュレーション値のそれぞ

れの値をプロットした散布図を示す。 

検証の結果から搬入においては、一部の都県間フローにおいてシミュレーション値が過大に

推計されている傾向はあるものの、おおむね 45 度線の付近に集中しており、提案したモデル

の枠組みは観測値の傾向を捉えることが出来ている。搬出においては多くの都県間フローの値

が 45 度線の下側に集まっていることから、全体的にシミュレーション結果が観測データと比

較して、過大に推計されている傾向があった。中継施設の利用に伴う交通影響について正しく

シミュレートするためには、モデルの出力が観測データをより精度高く再現することが求めら

れる。そのため本研究で提案したモデルパラメータのキャリブレーションを今後の課題とする。 
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図 15：中継施設の利用によって生じた都県間貨物流動量の希望線図(搬入) 

 

 

図 16：中継施設の利用によって生じた都県間貨物流動量の希望線図( (搬出) 



43 

 

 
図 17：シミュレーション結果と観測値の比較(搬入) 

 

 
図 18：シミュレーション結果と観測値の比較(搬出) 

 

7.2 従来モデルと提案モデルとの比較 

 本節では従来の貨物モデルでは考慮されて来なかった、中継施設の利用によって生じる交通

需要を明らかにすることで中継施設の利用を考慮した都市圏内外貨物モデルの重要性を明ら

かにする。シミュレーションの実行期間は 1日とし、需要の繁閑などを考慮せず 1年の中で平

均的な 1日を仮定しシミュレーションを実行する。交通量の評価指標として輸送距離と、輸送

重量に輸送距離を乗じたトンキロを使用する。搬入および搬出の双方におけるシミュレーショ

ンの実行結果を表 22 に示す。 

中継施設の利用を考慮しない従来モデルでは、中継施設を考慮した本モデルと比較して、1

日当たりの交通需要を過少に評価していた。その差は、搬入で全体のトンキロの 5％に相当す
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る 477 万トンキロ、搬出で 10％に相当する 1,950 万トンキロにのぼる。 

また、出荷件数全体に占める中継輸送の割合は、搬入で 6.4%、搬出で 7.2％である。これら

の中継輸送に着目すると、中継施設の利用を考慮しない場合と比較して、搬入では 20.4%、搬

出では 14.6%のトンキロ増加が確認された。 

この結果から、中継輸送の割合が増加するにつれて、従来モデルの交通量の過少推計量も急

速に増加することが明らかとなった。今後自動運転自動車やフィジカルインターネットを始め

とした輸送の高度化が進み、出発地から到着地までの間で中継施設の経由する割合が増加する

ことが見込まれる。そのような状況下で貨物車の交通需要を正確に把握するためには中継施設

の利用を考慮したモデルの枠組みが重要であることを、本分析では明らかにした。 

 

表 22：従来モデルと提案モデルでの交通需要量 (千トンキロ) 

 
輸送区間 

提案モデル 従来モデル 

中継輸送 直接輸送 直接輸送 

搬入 

発地⇒中継施設 12,989 -------- -------- 

中継施設⇒着地 4,595 -------- -------- 

発地⇒中継施設⇒着地 17,584 -------- -------- 

発地⇒着地 (直接輸送) -------- 101,624 114,439 

合計 119,208 114,439 

搬入 

発地⇒中継施設 24,550 -------- -------- 

中継施設⇒着地 46,603 -------- -------- 

発地⇒中継施設⇒着地 71,153 -------- -------- 

発地⇒着地 (直接輸送) -------- 141,997 193,651 

合計 213,150 193,651 

 

7.3 シナリオ分析 

本節では、本研究で提案したモデルの適用可能性を示すため、シナリオ分析を実施する。

本モデルは、自動運転導入時の切替拠点の需要把握をはじめ、さまざまな都市圏内外輸送の

物流施策評価に活用されることを想定している。また本節では、都市間貨物輸送における自

動運転トラックの導入を想定し、手動運転と自動運転の切り替えを行う切替拠点の需要を把

握する。想定するシナリオを表 23 に示す。本来、自動運転導入の評価には、自動運転の利

用意向や利用拠点の選択に関する調査データを基にモデルを構築する必要がある。しかし、

本節ではモデルの適用可能性を示すことを主眼とし、第 6章で提案したモデルの枠組みとモ

デルパラメータをそのまま用いてシナリオ分析を行う。また切替拠点としては各高速道路の

サービスエリア(SA)・パーキングエリア(PA)のうち、首都高速道路上の各 PAおよび東京湾ア

クアライン海ほたる PAは切替拠点から除いた。 
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表 23：各シナリオの設定 

シナリオ シナリオ設定 

BASE シナリオ 現状の中継施設の配置で中継施設の利用が生じる 

SAPA 集約シナリオ 各高速道路のサービスエリア(SA)、パーキングエリア(PA)に自動

運転と手動運転の切替拠点を配置 

 

表 24 にシナリオごとの輸送需要を示すトンキロの表を示す。また図 19 と図 20 に搬入・搬

出における各 SA・PAの一日当たりの切替需要を示す。 

現状の中継施設配置と比較すると、SAPAシナリオでは搬入時の中継輸送件数がわずかに増加す

る一方、搬出時の中継輸送割合は減少することが分かった。 

また、SAPAごとの需要を確認したところ、東京都心部の首都高速道路には切替拠点が設置され

ていないため、需要が外環道周辺の切替拠点に集中している。このことから、都心部にも適切

に切替拠点を配置しなければ、都心部近郊の切替拠点周辺で交通混雑の悪化や施設供給の不足

が発生する可能性がある。 

さらに、現時点では実装していないが、本モデルの出力に各貨物の受取時間選択モデルや出発

時間選択モデル、貨物の貨物車への割り当てプロセスを適用することで、各切替拠点の時間帯

別の需要を把握することが可能となる。その結果、より細かい粒度で切替拠点の需要を分析で

き、今後の切替拠点の整備計画に必要な知見を提供できると考えられる。 

 

表 24：シナリオごとの交通需要 (千トンキロ) 

 
輸送区間 

BASEシナリオ SAPA集約シナリオ 

中継輸送 直接輸送 中継輸送 直接輸送 

搬入 

出荷件数(千件) 199 2,875 205 2,869 

発地⇒中継施設 12,989 ------- 13,992 -------- 

中継施設⇒着地 4,595 -------- 7,173 -------- 

発地⇒中継施設⇒着地 17,584 -------- 21,165 -------- 

発地⇒着地 (直接輸送) -------- 101,624 -------- 101,637 

合計 119,208 122,802 

搬入 

出荷件数(千件) 296 3,771 224 3,843 

発地⇒中継施設 24,550 -------- 31,255 -------- 

中継施設⇒着地 46,603 -------- 36,093 -------- 

発地⇒中継施設⇒着地 71,153 -------- 67,347 -------- 

発地⇒着地 (直接輸送) -------- 141,997 -------- 152,417 

合計 213,150 219,764 
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図 19：SAPA 集約シナリオにおける搬入切替拠点の利用需要(搬入) 

 

図 20：SAPA 集約シナリオにおける搬入切替拠点の利用需要(搬出) 
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第 8章 終わりに 

8.1 本研究のまとめ 

本研究では、中継施設の利用を考慮した貨物モデルのフレームワークについてエージェント

ベースを用いて提案した。本研究で得られた知見を次にまとめる。 

1) 

従来までの都市圏内外貨物輸送モデルでは考慮されて来なかった中継施設の利用を考慮した

エージェントベース都市圏内外貨物シミュレーションモデルの枠組みとそれに係るモデルの

開発を行った。一連のモデルはキャリブレーションの必要性はあるものの、おおむね都市圏内

外貨物輸送における中継施設の利用を捉えることを可能にした。 

2) 

提案した貨物モデルを活用し、自動運転の切替拠点の立地をシナリオごとに設定した場合につ

いての、各中継施設の利用重量の把握をすることを可能にした。また関連して、本研究で提案

したモデルの枠組みを使用することによって、中継施設の立地や中継輸送にかかわる意思決定

に影響を与える要因を変化させた際に生じる交通インパクトなどを把握することが可能であ

ることを明らかにした。 

 

8.2今後の課題 

本研究のフレームワークでは貨物の出荷に対して、貨物車への割り当てなどを行っていない。 

中継施設の利用を行う運送業者へのメリットとして、幹線輸送を大型貨物車で行うことで効率

的な輸送を行うことが出来る点があげられる。車両への貨物の割り当てを行うことで中継輸送

に伴うトラック運転手の削減や車両の総走行距離といった評価指標を用いて中継輸送を評価

することが出来るようになる。今後、本研究で提案したフレームワークを用いて車両への割り

当てを行い車両ベースで中継輸送の影響を捉えるなどを行うことを期待したい。 
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